
熊本地震からまもなく６年を迎えます。被災地では、県道高森線の４車線化や土地区画整理など

の復興事業がすすめられていますが、被災者の生活と暮らしの再建はどうなっているでしょうか。

豪雨災害など自然災害が頻発し、災害復興のあり方が問われている中、熊本地震被災地の復興の

現状と課題を確認し、住民主体の復興まちづくりを考えます。

１０：００～１２：００

益城町の県道高森線の４車線化や木山土地区画整理事業などの現地を

まわりながら、甲斐康之町議から説明を聞きます。

１３：３０～１６：００

（質疑次第では多少時間の延長があります）

■コーディネーター
中島 熙八郎氏（くまもと地域自治体研究所理事長・熊本県立大学名誉教授）

■パネリスト
甲斐 康之氏 復興事業の進捗状況と課題

（益城町議会議員）

川上 和美氏 災害公営住宅調査結果から見る被災者の生活と健康の実情
（熊本県民医連）

宮永 和典氏 益城町東無田地区の復興まちづくりの歩みと現在
（元益城町小池島田仮設団地自治会長）

杉野 武氏 災害公営住宅の暮らしの現状と課題
（益城町災害公営住宅木山下辻団地区長）

高林 秀明氏 被災住民の復興プロセスにおける制度の壁
（熊本学園大学教授）

■主催：いのち平和ネット被災者支援共同センター・熊本県民主医療機関連合会
・NPO法人くまもと地域自治体研究所

＜第１部＞ 被災地現地調査

＜第２部＞記念シンポジウム
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熊本地震から６年
メモリアル復興集会

震災からの復興事業の

進捗状況と課題

熊本地震の被災状況

•犠牲者の状況

•建物被害

•避難生活

•仮設住宅・・・
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益城町の復旧・復興計画（１０年計画）

•

•

•

•

•

① 県道高森線（２８号線）の４車線化と課題

•
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県道４車線工事の状況 ①（部分的に開通）

部分的に歩道開通

② 木山地区土地区画整理事業とは

•

•
•
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•

•
•
•

•
•

•

•
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土地区画整理事業の問題点

•

•

•
•

•
•
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はじめに

益城町は、震度７を２回経験した熊本地震から

まもなく６年を迎えます。地震により益城町では、

直接死20名、震災関連死25名の合計45名の尊い人

命が奪われました。住家の被害もほぼ全世帯に及

びました。（全壊3,026棟、半壊3,233棟、一部損

壊4,325棟）

地震直後、町民のほぼ半数が一時的に町総合体

育館や陸上競技場内でのテント生活、自治公民館

などに避難し、長い避難生活を送りました。避難

生活は、町総合体育館が閉鎖されるまで６カ月間

に及びました。

仮設住宅の整備では、半壊以上の自宅を失った

方々の仮住まいとして建設型応急仮設が、18団地・

1,562戸整備され、近隣市町村のアパートなどへ

のみなし仮設に約1,300世帯が入居して、とりあ

えず仮の住まいに落ち着くことが出来、避難生活

を続けました。

仮設団地等の入居で一応生活が落ち着いたもの

の、狭いプレハブ仮設生活で体調を崩す被災者も

多く、孤独死も発生しました。高齢者の入居者の

方たちは、自宅再建支援金も限度があるため、住

まい再建を断念するケースが続出しました。被災

者は、先の見えない厳しい避難生活を送ることに

なります。

蒲島県知事は、「安心で希望に満ちた暮らし」

「未来へつなぐ資産」「時代を担う力強い地域産

業」「世界とつながる新たな熊本」の４つの「創

造」を掲げ、復旧復興を進める「創造的復興」の

名のもと、熊本空港の「大空港構想」を打ち出し、

熊本市東部に隣接し、空港を有する益城町を「益

城町の復興なくして熊本の復興なし」と力説。熊

本市から空港までのアクセスを強化するためと称

して、町の中心部を横断する県道高森線の４車線

化を進めています。

西村益城町長は、町の顔としての木山地区を

「木山の復興なしに益城の復興なし」と掲げ、

「木山土地区画整理事業」を計画し工事を進めて

います。これら二つの大型開発事業は住民の合意

が不十分なまま拙速に進められています。

町は、復興の基本理念として、平成28年７月に

①住民生活の再建と安定 ②災害に強いまちづ

くりの推進 ③産業・経済の再生 を３本柱に10

年を目途に取り組むと計画。

計画期間は、①復旧期３年 ②再生期４年 ③発

展期３年の10年間としました。

①の復旧期では、住宅、生活基盤、インフラの

整備、②の再生期では、復旧されたインフラと住

民の力を基に、震災前の活力を回復して地域の価

値を高める期間とする。③の発展期では、新たな

魅力と活力ある地域として生まれ変わり、発展し

ていく期間と計画しました。今年は地震から６年

が経過します、再生期の半ばです。現状はどうなっ

ているでしょうか。

１，復興という名目で行われている「惨事便

乗型大型事業」

今、町では２つの大型開発が進行しています。

１つは、４年前に事業認可された町の中心部を横

断する県道高森線の3.5ｋｍを４車線に拡幅（道

路幅10ｍを27ｍ）する工事で、断片的に進行して

います。町は、県道４車線化は、町民に事前に説

明もなく、意見も要望も聞かず県に要請しており、

町民は新聞報道で初めて計画を知った次第、町民

不在の町政・議会との批判の声が上がりました。

その後の説明会でも工事ありきの姿勢は崩しませ

んでした。

工事の進捗状況では、県道沿いの用地買収は契

約率が85％を超え、歩道部の開通は50％程度と公

表され、事業完了は、３年後の2025年度末とされ

ています。

町や県の強引な取り組みに、４車線化に反対す

る地権者は用地買収に応じておらず、先行き難航

が予想されます。用地買収に応じた住宅・店舗な

どは、移転や廃業を余儀なくされ、住宅や店舗の

益城町議会議員 甲斐 康之

住民合意が不十分なまま進められている「木山土

地区画整理事業」の工事

8 



２０２２年２月１日 暮らしと自治 くまもと ２月号 [ 9 ]

再建にたどり着けていない被災者もいます。総事

業費は当初135億円でしたが、用地補償費や経費

負担などで60億円増額し195億円に跳ね上がりま

した。

２つ目の大型工事は、地震被害の大きかった木

山・宮園地区で進められている木山地区土地区画

整理事業です。この事業は、地震から２年後の20

18年３月に事業認可されました。

地震により家屋の８割近くが倒壊した28.3ha

（県道４車線化道路も含む）を、防災に強い安心・

安全な地域にしたいと、地域内の道路を拡幅（６

ｍ～14ｍ）、公園等を整備するために公有地を取

得する必要があります。そのためには、区画整理

内にある被災者の所有地を、「減歩」により無償

で約10％提供させ、「換地」で元の場所から移動

させることで、碁盤の目のような画一した地域と

するものです。道路を拡幅し、宅地も整備される

ことで魅力ある街並みになるという触れ込みで、

「減歩」で無償提供した土地に見合う価値が生ま

れるとして、区画整理による資産価値の減少はな

いと強調し、県道４車線化に便乗した形で区画整

理事業が計画されました。総事業費は、140億円

を予定しています。町では、土地区画整理事業は

計画したものの、事業費が膨大となるため町の事

業にも拘わらず県に工事の実施を委譲し、県は快

く受け入れました。

このような、復興のためと称して「惨事便乗型

大型事業」が進められる中、被災者の生活と暮ら

しはどうなっているでしょうか。

２，地震被災者の生活と暮らしはどうか

私たちは、震災直後から被災者の支援活動に取

り組んできました。「避難所の生活環境の改善」

「特別措置法」の制定、「災害救助法」の見直し、

「生活再建支援金の引き上げ」など、政府や県に

対し改善交渉に取り組んできました。一部改善は

進みましたが、狭いプレハブ仮設住宅に入居した

人たちの中には、不眠症、うつ、腰痛、血糖値の

上昇など体調が悪化しましたが、医療費の負担増

で通院を控える声が上がりました。「医療費免除

措置の継続を」と国や県と交渉を重ねましたが、

冷たい対応に終始しました。

被災した地域は、「まちづくり協議会」などを

立ち上げて環境の整備を行政に求めたり、家族の

協力などで自力再建に取り組んできました。しか

し、自力での自宅再建を断念した被災者も多く、

居住を確保するために、「終の住処」ともなる災

害公営住宅671世帯が地震から４年後に整備され、

入居が完了しました。しかし、元の宅地が県道４

車線化と土地区画整理事業にかかり、事業終了ま

で戻ることが出来ない一部被災者は、今も集約さ

れた木山仮設住宅（22世帯、69名）や、みなし仮

設（23世帯、61名）への居住を余儀なくされてお

り、45世帯のほとんどは先の見通しがついていま

せん。

３，被災者の住まいの再建は出来ているか

被災者の復興は、いまだに道半ば、仮設暮らし

が続いています。

町が建設した「終の住処」となる災害公営住宅

に入居できた被災者の方々は、入居後の課題とし

て家賃の問題があります。持家に住んでいた被災

者は、低年金者でもなんとか生活を維持していま

したが、今後月23千円から35千円の家賃支払いに

苦慮することになります。低年金者でも住み続け

ることが出来る生活状況に応じた家賃減免の条例

づくりが求められます。

木山土地区画整理事業で、仮換地指定を受けた

のは約70％。宅地への引っ越しを済ませた画地は

17％と、決して進んでいるとは言えません。土地

の換地に同意した区画では、一部で自宅再建が始

まっていますが、仮設暮らしを余儀なくされてい

る45世帯のうち20世帯は換地案に合意が出来てい

ないことから、引き続き仮設暮らしをせざるを得

なくなり、自宅再建の見通しはできていません。

区画整理地内で県道沿いに店舗兼居宅を所有し

ていた商店主は、「仮換地を何ヵ所か提示された

が、場所が車両の出入りに不都合があり、店舗と

して不適なため拒否。元の場所に換地するよう求

めているが、県の返事がない。再建の見通しはま

だ先」と希望通りいかないと訴え、しばらくは、

仮設暮らしを覚悟しています。

同区画整理内の県道沿いに店舗を構える別の商

店主は、県道沿いで現在地から100ｍほど離れた

場所に換地を示され、補償金もそれなり提示され

たので同意、年内に店舗兼住宅を建築する予定。

住まい再建において、仮換地先の条件が合わず

仮設に居住している20世帯は、引っ越しの目途は

立っていません。まだ仮設暮らしは続く見込みで、

自宅再建を検討している木山仮設の入居者は災害

公営住宅に仮入居できない仕組みになっています。

マンション等に移転をしても転居費用は自己負担

となり、出費を考えると事業完了するまで我慢の

日々は続きます。最近の地震、豪雨など天災によ

る被害は自己責任ではない、「人間の復興」を主

眼に置いた「法整備」の時期はもう寸前に来てい

るのではないでしょうか。
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2

（4）公営住宅入居後、健康状態はいかがですか？ 
  ①（  ）入居後、以前より調子がいい 
  ②（  ）以前と変わりない 
  ③（  ）入居後、健康状態が悪くなった→具体的に（               ） 
 
（5）現在治療が必要な病気がありますか？ 
  ①（  ）ない 

②（  ）ある  
⇨差し支えなければ病名をお知らせください→（                  ） 

    ⇨定期通院していますか？ 
    （  ）している   

（  ）していない ⇨ 理由は何ですか（                    ）
 
５．ふだんの生活について困っていることや不安なことについてお尋ねします。当てはまるものす

てに○印をつけてください。 
 ①（  ）自分や家族の病気のこと     ②（  ）自分や家族の介護や世話のこと 

③（  ）子育てや教育のこと       ④（  ）仕事がない・仕事が不安定 
 ⑤（  ）収入が不足・収入が不安定    ⑥（  ）家賃の支払いが難しい 
 ⑦（  ）医療費や介護費用の負担が困難  ⑧（  ）買い物や通院の際の移動が難しい 
 ⑨（  ）住民同士の関わりがない     ⑩（  ）話し相手や相談相手がいない 
 11（  ）一日中誰とも話さないことが多い 12（  ）ほとんど外出することがない 
  13（  ）コロナ禍で仕事・収入が減った  14（  ）家計困難で生活保護を受けたい 

15（  ）その他 → 具体的に（                    ） 
 

６．何なりとご自由にご記入ください（生活全般のこと、相談の希望、地域や行政への要望など）
 
 
 
 
 
 
 
 
                           （紙面が足りない場合は裏面にも記入ください） 

 
７．差し支えなければ、より詳しくお話を聞かせていただきたいと思っておりますがいかがでしょ

うか？ また、病気や医療費についての不安、現在や今後の生活についてお困りごと、コロナ
禍での生活難など、ご相談があればお力になれるかもしれません。ご協力いただけます場合は、
以下に○印をつけていただき、必要事項をご記入ください。 
（  ）訪問での聞き取りが可能   
（  ）お電話での聴き取りが可能  

お名前（                    ） 
ご住所（                                  ） 

    電話番号（                         ） 
 
【重要】個人情報の取り扱いについて   ※必ずご記入ください※ 

記載された個人情報（自由記載を含む）は、個人情報保護法に則って保護されます。なお、記載
された内容は、個人情報が分からない形に処理して、統計等に利用させていただき、新聞などで結
果を公表させていただきます。上記の個人情報の取り扱いについて同意いただけますか？ 

（  ）同意します （  ）同意しません 
 

お忙しい中ご協力をいただきまして大変ありがとうございました。 
問い合わせ先：熊本県民医連 担当 井長（いちょう）  電話番号 ０９６–３８７–２８２６ 

住所 〒862-0954 熊本市中央区神水１丁目１４−４１ くわみず病院別館 

30代
2%

40代
3%

50代
7%

60代
29%

70代
36%

80代以上
22%

無回答
1%

年齢

男性
40%

女性
59%

性別
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【その他】
•
•

•
•

プレハブ仮設
40%

みなし仮設
49%

親戚等
2%

その他
6%

無回答
3%

一人暮らし
41%

同居者がいる…

無回答
13%

30代
2%

50代
2%

60代
35%

70代
37%

80代以上
24%

独り暮らしの年齢

2人
70%

3人
18%

4人
10%

6人
2%同居人数
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7

男性 女性

•

•

•
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8

いない
15%

いる
81%

無回答
4%
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9

入居後、以前より調子がいい
15%

以前と変わりない
57%

入居後、健康状態が
悪くなった

24%

無回答
4%




























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10

ない
24%

ある
74%

無回答
2%

している
81%

していない
12%

無回答
7%

多い人では6つの病気を抱えている人もいる。
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㉑ 生活全般のこと、相談の希望、地域や行政への要望など
自由記載①

•
•
•

•
•

•
•
•

•

21 



2022/4/9

13

生活全般のこと、相談の希望、地域や行政への要望など
自由記載②

•

•

•
•

•
•
•

•

•

•

•
•

•

•
•
•
•
•
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14

生活全般のこと、相談の希望、地域や行政への要望など
自由記載④

•

•

•
•

•

•

•

•

•

•

•
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1

被災住⺠の復興プロセス
における制度の壁

ー交流・⾃治、健康回復、⽣活再建を促進するにはー

⾼林秀明

熊本学園⼤学社会福祉学部

1

* + ,
- .

不平等
* +

-
,

.

災害前 被災 復興 長期5事後対応

出所<=>?@=#AB#CDEFGH>#,I-JKLMNOKGPQ@PAPRSKPTKU>MD@F>KKV,WXY,-IZ[,X
KKKKKKK\]KH\.,W]KQ*I*XIW\Y^,LKX,-].K,.BKD\_`*]KaKAZIIb,cZ,b.KYd+bZX^,WXJ@]-BKefgfJKYBgfhKKK
####TZidW,KjBgB

住民

2

被災者の生活再建の過程

健康・生活状態

ハサミ状格差？
↓

災害前からの格

差がさらに拡大し
ていく

全体の生活状態

が沈み込んんで
いく

2
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* + ,
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不平等
* +

-
,

.

災害前 被災 復興 長期5事後対応

出所<=>?@=#AB#CDEFGH>#,I-JKLMNOKGPQ@PAPRSKPTKU>MD@F>KKV,WXY,-IZ[,X
KKKKKKK\]KH\.,W]KQ*I*XIW\Y^,LKX,-].K,.BKD\_`*]KaKAZIIb,cZ,b.KYd+bZX^,WXJ@]-BKefgfJKYBgfhKKK
####TZidW,KjBgB

住民

3

被災者の生活再建の過程と制度（主に生活再建）

に加筆

１ 避難所

２ 仮設（建設型・賃貸型等）、在宅

３ 生活再建支援制度

４ 復興のまちづくり

健康・生活状態

3

災害公営住宅の整備戸数

68団地 1,715戸
「平成28年熊本地震災害公営住宅整備記録」より

表  熊本地震の災害公営住宅の状況

市町村 団地数
整備

戸数

入居

世帯数

高齢者世

帯割合 ％

単身高齢

者世帯割

合 ％

熊本市 8 326 315 50 32

宇⼟市 1 25 25 64 44

宇城市 10 181 168 45 32

阿蘇市 4 71 66 55 44

美⾥町 2 10 10 60 40

⼤津町 4 74 62 53 29

⻄原村 2 57 57 60 37

南阿蘇村 4 94 92 45 28

御船町 7 100 100 58 38

嘉島町 4 54 50 64 48

益城町 19 671 660 48 30

甲佐町 3 52 52 54 44

合計 68 1,715 1,657 51 33

熊本県「災害公営住宅における高齢者世帯の割合について (2021 年3

月 31 日時点)」

4
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益城町 災害公営住宅

木山下辻団地(120戸)

5

2021年12⽉21⽇
つながるカフェ

6

27 



4

福島県から受託したNPOによる災害公営住宅でのコミュニティ形成支援

• 2017年12⽉11⽇、福島県郡⼭市にある復興公営住宅での⾃治会主催によるクリスマス会に参加。双葉郡

（四町）からの避難者が,、2017年1⽉から⼊居し、住⺠とNPO（コミュニティ⽀援員）がコミュニティづ
くりに取り組んでいる。この⽇は福島⼤学の学⽣ボランティアのサポートでとても楽しい会になった。

7

社会的健康＝

ヨコのつながり
（地域、友人、身内等）

○食と健康に根ざした
対話・交流と協力

○地域活動・ボラン
ティア活動、趣味・楽し
みの交流、まちづくり

の活動・運動等

健康の回復・維持、生活再建、まちづくりの主体的条件

WHOの健康の定義（WHO憲章、1946）を参考にして作成

8
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熊本市中央区

災害公営住宅

大江第2団地 (19戸)

9

益城町 東無⽥

10
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6

災害公営住宅
島⽥団地 28⼾

エリア１＝6⼾

エリア２＝6⼾

エリア３＝16⼾

エリア１＝6⼾

エリア３＝16⼾

11

「平成28年熊本地震災害公営住宅整備記録」より

災害公営住宅 島⽥団地 28⼾
エリア１＝6⼾ エリア２＝6⼾ エリア３＝16⼾

益城町 東無⽥

12
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2018年2⽉13⽇ 益城町東無⽥ ⼩池島⽥仮設「みんなの家 談話室」

• 益城町で地域のみなさんが災害公営住宅建設とコミュニティ再⽣について熱
⼼な話し合いを重ねる。ときには深夜になることも。住⺠間、住⺠と⾏政の
間の協議を通して、住⺠⾃治が⼒強く根を張ろうとしている。

13

2022年3⽉25⽇ 益城町東無⽥
• 毎⽉1度、⾃治会⻑、⺠⽣委
員、⽼⼈会⻑、地域リー
ダー（元まち協会⻑）が集
まり、地域包括⽀援セン
ターと社協の職員もサポー
ト役として加わり、「地域
ケア会議」を開いている。

• 地区内の災害公営住宅の⾒
守りを⽬的に始まった集ま
りが、地震後の地域づくり
の課題や具体的な活動につ
いても話し合う場になって
いる。このような形は益城
町では唯⼀。

• 4⽉29⽇にはグリーンコープ
の協⼒で、東⽇本の被災地
⽀援として地区内のあちこ
ちに、ひまわりの種を植え
る計画。

14
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2021年11⽉23⽇
益城町東無⽥ 防災訓練

15

2021年12⽉5⽇
益城町東無⽥ 餅つき

16
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17

益城町 ⽊⼭仮設

↑⼈吉市内の建設型仮設団地↓

18
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2021年12⽉12⽇
熊本市中央区

19

熊⽇、2021年12⽉20⽇

20
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2022年2⽉23⽇ 熊本市中央区

• 熊本市中⼼部、⾼齢の⺟と息⼦の賃貸マンション（「⽣活と健康を守る会」の益⽥牧⼦さんから連絡を受けて）。

• 震災後の約6年間、⽚付けることができず、住めない状態のまま、家賃だけは払い続けてきたとのこと。住み込み

バイトを得て、⽣活のための部屋は確保していたが、コロナの影響でその仕事を失い、部屋も退去となり、途⽅

に暮れていたところで⽀援者（益⽥さんら）につながった。

• 不安定層・低所得層にとっては、普段の暮らしが死活にかかわる災害レ

ベル。このケースは、不安定雇⽤＋⽣活困窮＋復興災害＋コロナ災害。

21

災害後の経過

資本ス
トック

⼀般的な

活動

対処の
活動⽔準

⾼い

低い

緊急 復旧 再建Ⅰ 再建Ⅱ

損傷・破壊 応急処置

回復・再開
停⽌
⼜は変更

再建

（⼜は代替）

災害前かそれ

以上に回復

⼤型建設
（記念物、振興、

再開発）

改善・再開発

3⽇ 6⽇ 2週間 10週間 4ヶ⽉ 1年 2年 10年

22
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国による復興財政の問題-「人間復興」より「成長・開発優先型」

＜国の財政⽀援の割合（阪神・淡路⼤震災のケース）＞

○産業基盤の復旧事業 60〜70%

○住宅や福祉施設など⽣活基盤、中⼩企業対策 10〜40％

＊兵庫県の震災関連事業の予算配分（割合）…⽣活⽀援対策19.0%、産業復
興・都市構造の復興対策69.5%

(宮⼊興⼀「災害問題と地⽅⾏財政」『分権化と地域経済』ナカニシヤ出版、1999年）

＜総額の45％以上が⼤⼿企業中⼼の公共事業（東⽇本⼤震災のケース）＞

○2011年〜2015年度（当初予算）までの東⽇本⼤震災関係経費の総額約
25兆円のうち、公共事業等関係に4.3兆円（17.3%）などを含め11.5 兆
円（復興事業総額の少なくとも45％以上）が⼤⼿企業中⼼の公共事業に
投⼊された。他⽅、災害救助関係費は1.0兆円（4.1％）、⽣活再建⽀援
⾦・医療・介護・福祉・教育・雇⽤等の経費は1.3兆円（5.1%)。

(宮⼊興⼀「⼤震災における復興⾏財政の検証と課題」『東⽇本⼤震災復興の検証』合同出版、2016年）

23

「人間の復興」 福田徳三教授

「私は復興事業の第⼀は、⼈間の復興でなけ
ればならぬと主張する。⼈間の復興とは、⼤
災によって破壊せられた⽣存の機会の復興を
意味する。（中略）道路や建物は、この営⽣
の機会を維持し、擁護する道具⽴てに過ぎな
い。それらを復興しても、本体たり実質たる
営⽣の機会が復興せられなければ何にもなら
ないのである。」（1924年）

24
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•全壊の場合、新築の場合、最大３００万円（基礎100万円、加算
200万円）、改修の場合、最大２００万（それぞれ100万ずつ）。

• （熊本豪雨から）中規模半壊が新設されたが最大支援額は100
万円。熊本県内の法改正前の半壊認定が全45市町村で2,602
世帯、うち法改正後に中規模半壊と認定されたのは2割強の
568世帯にとどまる。

•自宅再建（新築）には最低でも1000万円から2000万円程度は必
要。リフォームでも1000万以上かかる場合もある。

•熊本豪雨では、民間保険に加入しているかどうかが再建方法を
大きく左右した。住宅再建は自助が前提で公助は補充的位置
にあることは大きな問題。

被災者生活再建支援金の課題

25

26

しかし、県議会の厚生常任委員会8人のうち２年連続で与党が反対→不採択

* 岩手県では免除措置などを震災後10年以上も継続した（県独自補助を2021年12月末終了）

熊本県では最初の1年間の医療費免除措置にかかった総額は約70億という（2018年9月11

日、熊本県国保・高齢者医療課との懇談時）。この額は熊本県の2年半の地震関係予算
8,579億円の1％未満。懇談時に担当者は財源がないとは言わないと発言した。

2017年不採択→ 2018年 17人の仮設団地自治会長と2人のみなし仮設住

民が呼びかけ人となって運動展開、請願に2万署名も合わせて提出

医療費など免除措置が2017年9月末、1年半で打ち切り（豪雨も同様）

→免除措置継続を求め県議会に請願

26
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被災者の生活支援を早期に打ち切り福祉制度へ丸投げ
しかし平時の選別主義の低福祉では全く役不足

• みなし仮設の肺がんを再発した男性は「（医療費免除措置は）本当に助かっている」。

• 熊本市と益城町では打ち切り翌月の受診件数がそれぞれ約2万件（22万件から約10％減）

、約4,000件（1万5千件から26％減）も減少した。

• 熊本県民医連の調査では「経済的理由で医者にかかれない」と答えた世帯が26％。

• 熊本県保険医協会による「熊本地震被災者医療費助成制度に関するアンケート集計結果」

（2017年11月28日～12月11日）では、「医療費助成終了の影響で受診を減らしたり中断した

と思われる患者さんがいますか」（回答者333人）について46％が「いる」と答えた。「被災者

への医療費助成を再開する必要があると思いますか」については「思う」が57％となってお

り、前者の質問に「いる」と答えた場合には後者の質問で「思う」と回答した割合が79％。

• 熊本県（国保・高齢者医療課）は医療費等免除措置の打ち切り後の対応を、国民健康保険

法第44条に基づく減免措置を活用すると一貫して説明してきた。しかし打ち切りから１年が

経っても相談は県内で13件、申請は2件、利用はわずか1件に過ぎない。

27
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災害前 被災 復興 長期5事後対応

出所<=>?@=#AB#CDEFGH>#,I-JKLMNOKGPQ@PAPRSKPTKU>MD@F>KKV,WXY,-IZ[,X
KKKKKKK\]KH\.,W]KQ*I*XIW\Y^,LKX,-].K,.BKD\_`*]KaKAZIIb,cZ,b.KYd+bZX^,WXJ@]-BKefgfJKYBgfhKKK
####TZidW,KjBgB

生活再建の階層間格差

避難所

仮設住宅

自宅再建

復興公営住宅

賃貸アパート
災害前水準ま

で回復不可能

災害前の状態に回復

避難所

仮設住宅

相対的

安定層

被害の階層間格差

この段階はもはや災害時ではなく平素の社会

平素の階層間格差の拡大と固定化

高い死亡率

格差・不平等

阪神・淡路大震災（1995年）後の２7年間の経過がこの図と重なる

不安定層 復興

災害

28

健康悪化・死

対策の問題

→格差・不平等の拡大

生活問題・地域問題＋自然災害＋復興災害→被害・再建の階層間格差

平時の格差

に加筆

28
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災害後の地域への関与（信頼）の変化

コミュニティ政

策・防災対策

発災

住⺠の地域

への関与

仮設避難所

管理的運営

地域や⾏政への信
頼／⾏政への参加

関与・強

関与・弱

政策へのフィード

バック

地域や⾏政
への不信

共同性・主体性の

⾼まり？／被傷性

の共有？

⾃宅・災害

公営住宅等

制度・

運営

熊本地震のケース
⾼林作成

共同性・主体性

の縮⼩？／⾃助

観念の強化？

地震対策の準備

は⾏政も地域も

ほぼなかった

⼗分調査できていないが想定されること

⾃治的運営

29

災害後の地域への関与（信頼）の変化

コミュニティ政

策・防災対策

発災

住⺠の地域

への関与

仮設避難所

管理的運営

関与・強

関与・弱

地域や⾏政への不信

共同性・主体性

の縮⼩か？

⾃宅・災害

公営住宅等

制度・

運営

コロナ禍の熊本豪⾬災害のケース
⾼林作成

１）県外ボランティア規制→ボランティア不⾜・被災者との対話減

２）マスコミの県内限定／応援の社協職員も県内限定

３）被災者の仮設⾃治会の結成を促さず、集会所利⽤も遅れ

４）仮設団地等での災害ボランティア活動が管理される
５）被災地内外のボランティアネットワーク形成は低調

６）中間⽀援組織はフットワーク乏しく被災者ニーズに敏感でない

30
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